
 
 
 
 
 
 
 

令和 4年 3月 30日 
中部地方整備局  

 
 

災害を未然に防止するために 

沿道からのもらい事故に先手を打ちます 
～道路管理者と私有地管理者が一体となって対策～ 

 
○国道１５６号（美濃市）、国道１５３号（豊田市）の２箇所で沿道区域を指定 

 
○近年、道路区域外からの落石、土砂の崩落等により道路の構造や交通

に支障を及ぼす災害が発生しており、それらを未然に防止することが
急務となっています。 

 
○平成３０年度の道路法改正では、道路区域外からの落石等を防ぐため、

現行制度を拡充し沿道区域内の土地管理者への損失補償を前提とし
た措置命令権限が規定されています。 

 
○今回、２箇所で、中部地方の直轄国道としては初めてとなる道路法４

４条に基づく沿道区域を指定し、道路管理者と道路区域外の土地等の
管理者が一体となって必要な対策を実施します。 

 
 
当該箇所は道路区域外の樹木の倒木により、道路交通に影響を及ぼす
おそれがあるため、本制度を活用して対策を実施します。 
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中部地方整備局道路管理者と私有地管理者が一体となって対策を実施

【道路区域外に起因する倒木の例】

国道１５３号 愛知県豊田市

【沿道区域制度による対策のフロー】

巡視・点検等により危険を把握

沿道区域の指定・公示

土地等管理者※へ損害予防措置を命令

土地等管理者が
道路管理者へ委託
・道路管理者が工事

【工事のイメージ】

倒木のおそれが
ある樹木を伐採

※土地・竹木又は工作物の管理者

土地等管理者が
損害予防措置実施
・土地等管理者が工事

自ら工事が出来ない場合



中部地方整備局国道１５６号 岐阜県美濃市 沿道区域指定（位置図）
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中部地方整備局国道１５３号 愛知県豊田市 沿道区域指定（位置図）
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【参考】 

 

 道路法 沿道区域指定の根拠 

 

 道路法 

 第４４条 （沿道区域における土地等の管理者の損害予防義務） 

※平成３０年９月３０日一部改正 

道路管理者は、道路の構造に及ぼすべき損害を予防し、又は道路の交通に及ぼすべき危

険を防止するため、道路に接続する区域を、条例（指定区間内の国道にあつては、政令）で

定める基準に従い、沿道区域として指定することができる。但し、道路の各一側について

幅二十メートルをこえる区域を沿道区域として指定することはできない。 

 

２ 前項の規定により沿道区域を指定した場合においては、道路管理者は、遅滞なくその区

域を公示しなければならない。 

 

３ 沿道区域内にある土地、竹木又は工作物の管理者は、その土地、竹木又は工作物が道路

の構造に損害を及ぼし、又は交通に危険を及ぼすおそれがあると認められる場合において

は、その損害又は危険を防止するための施設を設け、その他その損害又は危険を防止する

ため必要な措置を講じなければならない。 

 

４ 道路管理者は、前項に規定する損害又は危険を防止するため特に必要があると認める場

合においては、当該土地、竹木又は工作物の管理者に対して、同項に規定する施設を設け、

その他その損害又は危険を防止するため必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

 

５ 道路管理者は、前項の規定による命令により損失を受けた者に対して、通常生ずべき損

失を補償しなければならない。 

 

６ 前項の規定による損失の補償については、道路管理者と損失を受けた者とが協議しなけ

ればならない。 

 

７ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、道路管理者は、自己の見積もった

金額を損失を受けた者に支払わなければならない。この場合において、当該金額について

不服がある者は、政令で定めるところにより、補償金額の支払を受けた日から一月以内に

収用委員会に土地収用法（昭和二十六年法律第二百十九号）第九十四条の規定による裁決

を申請することができる。 

 




